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CDMプロジェクトの審査において持続可能な発展の視点が尊重されるため、より身近な検
討課題として持続可能性が理解されるようになっていくと考えられる。また、キャパシテ

ィ・ビルディングとしての途上国の施策の強化が目指されることになると予測できる。特

に、エネルギー・環境面での途上国の制度あるいはプロジェクトの管理能力の強化が課題

となる。こうして、途上国におけるガバナンスの強化がどこまで可能か、そして ODAその
ものが変容せざるを得ず、キャパシティ・ビルディングにより注力する方向へ ODAそのも
のも移行していくと考えられる。持続可能な発展をいかに実践するかという課題が、途上

国すべてに問われていくことになる。 
 一方、日本国内での変化としては、国内・国外を問わず、横並びで環境負荷の視点から

比較するようになるという点が大きな変化を生み出す。株主主権主義の変更を迫る産業融

合が生じる可能性がここから生じる。つまり、環境価値が顕在化するようになるのであり、

野に入ってくることになると予測できる。

えば、コンビニでモノを買ったときにもレシートに環境課税分がいくらと記載されるよ

な、消費税と環境課税分とがともにレシートに記載される時代がいずれは来ると予測す

が経済活動を左右するケースも考え

れるようになっていく。 
とい

り変えていくことになる。こうした動きは「組織の民主化」と呼べるであろう。 

お が や

薄く広い環境課税の実施が現実のものとして視

例

う

ることができる。さらに、一歩進めると、環境コスト

ら

 環境コストと環境の持つ価値がともに意識されるようになっていくと、経済と環境

う複数の価値が並存することになる。こうした状況が何を生み出すかというと、それは、

組織における価値の二重化であり、経済性のみでは動かない状況、環境性の判断が加わら

ないと、社会が動かない状態を生み出すことになる。こうした状況は、縦型の組織におい

ても、環境価値を持ち出すことで、より柔軟な決定を生み出す可能性を増大させることを

可能とする。ということは、行政をはじめとした上意下達の古い形の組織を、より柔構造

の組織に作

CDMに取り組み、環境負荷の軽減を目指すことは、潜在的に存在している社会のより大
きな要請を発掘し、そうした掘り起こされたニーズに応えていく必要性を人々に発見させ

ていくに違いないと予測できる。 
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【 要 旨 】 
京都議定書が 2005年 2月 16日に発効したことで、日本は 2008年から 2012年の間に温
室効果ガスの排出量を 1990年比で 6％減らす国際的な義務を負った。ただし、国内での温
室効果ガス排出量削減の諸施策を実施するのみでは、6％の削減目標には全く届かない見込
みである。このため、日本は、京都メカニズムと呼ばれる CDM（クリーン開発メカニズム）
に、アジア地域との間で取り組む必要が生じている。 
本報告では、日本とアジアとの関係の深化が、京都議定書の発効により促されるという

点を指摘した。CDMを実施していくためには、日本が国としての CDMから得られる利益
を最大限享受するための戦略を持つ必要がある。こうして、京都議定書の目的に従い、日

本および日本企業が、ともに温室効果ガスを国内と国外との両方で削減することを目指す

ことにより、「省エネ」実施の意味が、はじめて日本を含めたアジア全体で理解されるに至

るという点も指摘した。最終的には、日本企業の取り組みが変わる必要が生じ、日本国内

の制度そのものの組み換えという結果がもたらされるであろうという点についても指摘を

行った。政府の役割、既存の政策の枠組みに変更を迫る大きな課題の存在が明らかとなる

点も指摘した。 
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